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The study is aimed to contribute to the town planning after deindustrialization. In this paper, we focused 
on post-treatment of coal mine housing, changes in land use, traffic network, and location characteristics 
in the former coal-mining areas. As a result, the areas where the coal mine companies developed are 
classified into 6 patterns. And we found out the relationship between population and their patterns. 























旧産炭地における炭住依存率注 1)を図 1 に示す。閉山
期の 1968 年は平均 26.9%であり，地区面積・立地と炭




表 1 対象地区の概要 
01. 宇美町 02. 志免町 03. 須恵町 04. 篠栗町 05. 粕屋町
06. 久⼭町
〈中間地区〉 07. 中間市 08. 遠賀町 09. ⽔巻町 10. 岡垣町
11. 飯塚市 12. ⼭⽥市 13. 庄内町 14. 頴⽥町 15. 稲築町
16. 桂川町 17. 筑穂町 18. 碓井町 19. 穂波町 20. 嘉穂町
〈直⽅地区〉 21. 直⽅市 22. 宮⽥町 23. 鞍⼿町 24. ⼩⽵町
25. ⽥川市 26. 川崎町 27. 添⽥町 28. ⾹春町 29. ⽷⽥町













図 1 旧産炭地における炭住依存率 
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閉山処理期の 1977 年，1988 年はそれぞれ平均 15.0%，
8.2%となっており，各市町や企業の炭住処理によって
依存率は徐々に低下している。1977 年は 33 市町のう
































の推移を図 2 に示す注 3,4)。全地区の傾向をみると，1977








宅率は 1977 年から 1983 年にかけて 23.4%減少してお
り，この間に不良住宅の処理が行われている。中間地
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図 2 炭鉱住宅の滅失理由と不良住宅率の推移 
表 2 炭鉱住宅の所有関係の変化 
全地区 1968 1977 1988 1998 糟屋地区 1968 1977 1988 1998 中間地区 1968 1977 1988 1998
71.3% 42.3% 29.6% 20.6% 0.0% 4.3% 0.7% 4.3% 97.3% 6.9% 1.2% 0.0%
(27121⼾) (12087⼾) (5154⼾) (1840⼾) (0⼾) (158⼾) (15⼾) (49⼾) (5802⼾) (138⼾) (15⼾) (0⼾)
1.1% 2.6% 0.3% 0.3% 0.4% 0.2% 0.2% 0.0% 0.0% 26.3% 0.0% 0.3%
(406⼾) (752⼾) (45⼾) (27⼾) (16⼾) (7⼾) (5⼾) (0⼾) (0⼾) (528⼾) (0⼾) (2⼾)
27.6% 55.1% 70.2% 79.1% 99.6% 95.5% 99.1% 95.7% 2.7% 66.9% 98.8% 99.7%
(10509⼾) (15769⼾) (12232⼾) (7080⼾) (3609⼾) (3493⼾) (2132⼾) (1085⼾) (158⼾) (1344⼾) (1194⼾) (643⼾)
飯塚地区 1968 1977 1988 1998 直⽅地区 1968 1977 1988 1998 ⽥川地区 1968 1977 1988 1998
72.1% 12.4% 5.6% 4.7% 80.9% 77.6% 55.9% 1.5% 73.8% 64.3% 56.3% 54.3%
(8427⼾) (895⼾) (308⼾) (181⼾) (5876⼾) (4553⼾) (1291⼾) (5⼾) (7016⼾) (6343⼾) (3525⼾) (1605⼾)
1.8% 1.9% 0.6% 0.6% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1.9% 0.8% 0.1% 0.0%
(211⼾) (138⼾) (35⼾) (25⼾) (2⼾) (0⼾) (0⼾) (0⼾) (177⼾) (79⼾) (5⼾) (0⼾)
26.0% 85.7% 93.8% 94.7% 19.1% 22.4% 44.1% 98.5% 24.3% 34.9% 43.6% 45.7%





















は 1998 年の炭住残存率が 55.5%と，他地区に比べ炭住
の処理が行われていない傾向にある。不良住宅率は炭
住の残存に伴い高く，1977 年から 1998 年にかけて
-14.0%と減少の割合も低くなっている。直方地区は
1977 年から 1983 年にかけての滅失が 47.0%と多くなっ
ている。他地区に比べ各年代におけるその他の理由に
よる滅失が高い割合となっている。不良住宅率は 1977

































年）における炭鉱用地の DID内率注 6)を図 4に示す注 7)。
志免町，川崎町，稲築町，須恵町は 1960 年の DID 内
率が 50%を上回っているが，1995 年においては 50%を
下回っている。また，添田町，桂川町，糸田町，小竹
町，宮田町，方城町は 1960 年には DID 地区内に炭鉱
用地が存在したが，1995 年においては DID 内率が 0.0%
である。これらの市町は炭鉱閉山以降，まちの機能が
炭鉱エリアから他地域へ移ったと云える。赤池町，鞍
手町は 1960年，1995年ともに DID 内率が 50%を上回っ
ているため，炭鉱エリアにおけるまちの機能が閉山以
降も継続していると云える。宇美町，中間市，穂波町
は 1960 年の DID 内率が 50%を下回っているが，1995
年においては 50%を上回っている。つまり，閉山以降，
炭鉱跡地にまちが形成されていったと云える。
各地区における 1960 年代と 2000 年代の土地利用の
面積比率を図 5 に示す注 8)。全地区の傾向をみると，建
替・残存注 9)24.0%，公営住宅 13.3%，分譲住宅 9.8%，













































































































































2000 年代における炭鉱用地別の跡地変化を図 6 に示















（図 7），更新型 a（公営住宅），更新型 b（分譲住宅），
更新型 c（公共施設），更新型 d（民間施設），維持型，
衰退型の 6 パターンに分類できる。各地区における類
型の割合及び立地は表 3，図 8 に示すとおりである。尚， 
















































































































































炭鉱住宅 ボタ⼭ ⽣産施設 建替・残存 公営住宅 分譲住宅 その他住宅 公共施設 ⺠間施設 更地



























図 7 類型化フロー 
糟屋地区 4 40% 0 0% 0 0% 2 20% 2 20% 3 30% 3 30% 10
中間地区 9 64% 0 0% 5 36% 0 0% 4 29% 1 7% 4 29% 14
飯塚地区 14 41% 2 6% 4 12% 3 9% 5 15% 6 18% 14 41% 34
直⽅地区 6 33% 3 17% 2 11% 0 0% 1 6% 5 28% 7 39% 18
⽥川地区 14 52% 8 30% 2 7% 0 0% 4 15% 4 15% 9 33% 27
計 47 46% 13 13% 13 13% 5 5% 16 16% 19 18% 37 36% 103
更新型 維持型 衰退型 計計 公営住宅 分譲住宅 公共施設 ⺠間施設
表 3 各地区における類型の割合 
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年から 2050 年までの推計人口変動率注 12)を図 9，表 4
に示す注 13)。メッシュ内人口をみると，更新型 a と更新
型 c には人口分布に傾向はみられないが，更新型 b は
1,000 人から 1,500 人の間，更新型 d は 2,000 人以下に




なっている。更新型 c と更新型 d においてはそれぞれ
-31.6%，-35.0%と比較的減少傾向が抑制されている。
各類型における DID 地区との関係を図 10 に示す注 14)。
1960 年においては，更新型 c 以外の類型で DID 内及び
DID 隣接の割合が 50%を上回っている。1995 年におい
ては，更新型 c における DID 内及び DID 隣接の割合が





においては，更新型 b，更新型 c の DID 内及び DID 隣
接の割合が 50%を上回り，更新型 c では DID 内がすべ
てを占めている。更新型 a，維持型，衰退型における減
少が著しく，それぞれ-23%，-32%，-16%となっており，






































図 12 各類型における道路延長（2010 年） 
2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050
更新型a 0.0% -5.6% -11.8% -18.2% -24.6% -30.8% -36.5% -41.6%
更新型b 0.0% -5.2% -10.9% -17.0% -23.1% -29.3% -35.0% -40.1%
更新型c 0.0% -4.4% -9.2% -14.2% -19.2% -23.8% -28.0% -31.6%
更新型d 0.0% -4.7% -9.8% -15.3% -20.5% -25.8% -30.7% -35.0%
維持型 0.0% -6.7% -13.5% -20.1% -26.7% -33.1% -39.1% -44.2%
衰退型 0.0% -6.5% -13.0% -19.5% -25.8% -32.0% -37.7% -42.6%
※コーホート要因法を⽤いて試算している












0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000




















































































図 10 DID 地区との関係性及びその変化 
図 9 2015 年におけるメッシュ内人口 
0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000




ス停留所（2010 年）との関係性を図 13 に示す注 15)。1970
年の路線においては更新型 a，更新型 c における通過区
域の割合が高く，それぞれ 69%，67%となっているが，
更新型 d では 18.8%と低い。2015 年における通過区域
の割合はどの類型においても減少しており，特に，更
新型 c，維持型の割合は-27%，-32%と著しく下がって
いる。バス停留所数は更新型 a，更新型 c においてそれ





























































究の一部で，JSPS 科研費 18H03461,18H01610 の助 
成を受け実施している。ここに記してお礼申し上げる。 
注釈
注1) 炭住依存率(%)＝炭鉱住宅数(戸)／世帯数(戸)  
注2) 「不良住宅」：炭鉱住宅のうち，「修理不能」
「要大修理」「空き家」であるもの




















1970 2015 1970 2015 1970 2015 1970 2015 1970 2015 1970 2015
更新型a 更新型b 更新型c 更新型d 維持型 衰退型
通過路線=2 通過路線=1 通過路線=0 バス停留所数（平均値）
（カ所）






注6) DID 内率(%)＝DID 地区内の炭鉱用地(㎡)／炭
鉱用地(㎡) 
注7) 2 章において 1968 年の炭住依存率が 10.0%以
上の市町(28 市町)を対象とする。 














注14) 「DID 内」：メッシュ面積の 50%以上を DID
地区が占めているもの
「DID 隣接」：「DID 内」以外でメッシュの一
部以上が DID 地区となっているもの 
注15) 「通過路線=〇」：メッシュ内を通過している
路線数。通過区間が僅少なものは除く。
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